
 

 第七管区海上保安本部  

定例記者懇談会 

令和５年１月 17日 

 

― プレスリリース ― 
 

（１）１月 18日は「118番の日！」 
 

（２）船舶海難・人身事故ともに減少!! 

   ～令和４年の船舶海難・人身事故の発生状況（速報値）について～ 

 

 



 

 

 

令和５年１月１７日 

  第七管区海上保安本部 

 

 

 

１月１８日は「１１８番の日！」 

海上保安庁では、海難や悪質・巧妙化する密輸・密航等の事犯に迅速かつ的確に

対応するため、平成１２年５月から緊急通報用電話番号「１１８番」を導入しまし

た。 

また、平成２２年度から毎年１月１８日を「１１８番の日」とし、「１１８番」

の重要性をより一層、多くの方々に理解してもらうため、全国で周知活動を行って

おります。 

「１１８番の日」は、今年で１３回目を迎えますが、通報の多くが間違い電話等

であり、未だ十分に浸透していない状況です。第七管区海上保安本部においても、

引き続き各地で周知活動を行ってまいります。 

 

１．運用開始(平成12年)から令和4年までの通報実績【別添１参照】 

全国の「１１８番」総架電件数に占める「船舶海難関係通報」や「人身海難関係通

報」等の有効架電件数は平成１２年の運用開始からこれまで、約５０００件とほぼ横

ばいの状況です。 

なお、昨年１年間の「間違い電話」や「いたずら電話」等の非有効架電件数は約３

９万件で、運用開始当初から比較すると半減しておりますが、未だに総架電件数の多

くを占めています。 

第七管区海上保安本部においても同様で、昨年１年間の「１１８番」総架電件数の

約２万５千件のうち「船舶海難関係通報」や「人身海難関係通報」等の有効架電件数

は約８００件（全体の約３パーセント）で、「間違い電話」や「いたずら電話」等の

非有効架電件数が約９７パーセントを占める状況でした。 

このように、依然として通報の多くが間違い電話等であり、「１１８番」が未だ十

分に浸透していない状況です。 

第七管区海上保安本部では、「１１８番」の重要性をより一層、多くの方々に理解

していただくため、引き続き各地で周知活動を行ってまいります。（各事務所での活

動については別添２参照） 

 

 

 

問い合わせ先 

1. 第七管区海上保安本部 

広報・地域連携室長  谷口 

TEL 093-321-2931(内線2111) 

2. 第七管区海上保安本部 

警備救難部 救難課長 古川 

TEL 093-321-2931(内線3250) 
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２．参考事項 

 １ １１８番とは 

   海上保安庁緊急通報用電話番号「１１８番」は、海難や悪質・巧妙化する密

輸・密航等の事犯に迅速かつ的確に対応するため、平成１２年５月から導入され

たものです。 

 ２ 聴覚や発話に障がいがある方へ（別添３参照） 

   令和元年１１月１日から、聴覚や発話に障がいのある方のためのインターネッ

トを使用した緊急時の通報サービスである「ＮＥＴ１１８」の運用を開始してい

ます。 

これにより、携帯電話・スマートフォン等の入力操作で海上保安庁への通報が

可能となりました。 

 ３ １１８番認知度調査（別添４参照） 

   令和４年１２月に約１，０００人を対象に「１１８番」の認知度等について、

アンケートを実施しましたので、集計結果を取りまとめています。 
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別添２

番号 行事概要と実施場所 実施日 問い合わせ先 備考 実施部署

地元TV局による118番周知活動の収録 1/11（水） 仙崎海上保安部　管理課

（仙崎海上保安部庁舎内にて収録） TEL 0837-26-0241

NET118の概要説明及びデモンストレーション 1/12（木） 長崎海上保安部　管理課
長崎県言語視聴覚士会 TEL　095-827-5133

コミュニティラジオ出演 1/12(木) 若松海上保安部　管理課

AIR　STATION　HIBIKI TEL 093-761-2497

下関ボートレース場118番周知 1/12（木） 下関海上保安署 電光掲示板による周知

下関市長府松小田東町1－1 ～ TEL 083-267-1711

1/18（水）

118番周知活動 1/15（日） 長崎海上保安部　管理課 13:30～15:00（予定）

長崎ペンギン水族館 TEL　095-827-5133

ポスター掲示・周知依頼 1月上旬～中旬 苅田海上保安署

苅田町役場・行橋市役所・JR(苅田・行橋) TEL 093-436-3356

リーフレット及びポスター掲示・周知依頼 １月上旬～中旬 苅田海上保安署

管内漁業協同組合・釣具店　等 TEL 093-436-3356

安全指導及び１１８番周知（リーフレットの配布） 1/16（月） 五島海上保安署

　　　　　　　　　管内の漁協及びフェリーターミナル ～ TEL0959-72-3999

1/20（金）

報道機関に対する運用司令センター見学 1/17（火） 第七管区海上保安本部　総務課

TEL　093-321-2931

地域関係先への118番ポスター掲示依頼 1/18（水） 仙崎海上保安部　管理課

TEL 0837-26-0241

118番周島内公共告知放送 1/18（水） 壱岐海上保安署

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　壱岐島内 TEL 0920-47-0508

リーフレット等の配布による１１８番周知活動 1/18（火） 大分海上保安部　管理課

パークプレイス大分 TEL 097-521-0112

118番ポスター掲示 北九州航空基地　管理課 ポスター掲示期間調整中

北九州空港ターミナル TEL　093-474-7006

朽網駅

ラジオ番組内での118番周知 北九州航空基地　管理課

FMラジオちょっくらじお TEL　093-474-7006
北九州航空基地

壱岐海上保安署

1月18日

1月17日11:00～ 職員の出演あり14

10

11

12

13

「１１８番の日」前後における取組み（第七管区海上保安本部管内）

2

3

4

長崎海上保安部

若松海上保安部

下関海上保安署

仙崎海上保安部1

言語視聴覚士に説明を実
施し、聴覚や発話に障がい
のある方へNET118の紹介
を依頼する

長崎海上保安部

大分海上保安部

北九州航空基地

町役場、市役所について
は、福祉課に対し、ＮＥＴ
118チラシの配布を実施。

5

6

7

8

9

苅田海上保安署

苅田海上保安署

五島海上保安署

第七管区海上保安本部

仙崎海上保安部
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海での事件・事故に関する緊急時の通報は

『ＮＥＴ118』 をご利用ください。

聴覚や発話に障がいのある方へ

ＮＥＴ118は、聴覚や発話に障がいのある方のためのインター
ネットを使用した緊急時の通報サービスです。
携帯電話・スマートフォンを使い、素早く海上保安庁に通報す

ることができます。

海での事件や事故

聴覚に障がいを持つ方 発話に障がいを持つ方

ご利用できる方

費用：無料

携帯・スマート
フォンの通信料
が別途必要です。

８

緊急時の通報

NET118

出動通報

【別添３】



ＮＥＴ１１８の利用案内
本サービスは「事前登録制」のサービスです。

以下の登録方法により、あらかじめ登録してください。

よくある質問

Q1 誰が利用できますか？

聴覚や発話に障がいがあり、音声による通報が困難な方が利用で
きます。

お金はかかりますか？

携帯電話・スマートフォンの通信料をご負担ください。
その他の費用はかかりません。

どんな携帯電話・スマートフォンでも通報可能ですか？

ドコモやａｕやソフトバンクなど、国内の通信事業者が提供する
携帯電話・スマートフォンで通報することができますが、利用す
る端末でインターネットやＥメールが使用できる必要があります。

どのように通報しますか？

通報は画面上に表示される案内にしたがって操作します。
練習モードがありますので、緊急時に備えて練習モードで通報方
法の確認を行ってください。

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Q2

Q3

Q４

(登録等システムに関するお問い合わせ先)
海上保安庁警備救難部 管理課

電話：０３－３５９１－６３６１（内線：５１６０、５１６１）
メール（共通）：ｊｃｇ－ｎｅｔ１１８＠ｍｌｉｔ．ｇｏ．ｊｐ

(その他のお問い合わせ先)
海上保安庁警備救難部 救難課

電話：０３－３５９１－６３６１（内線：５９１０、５９１１）
メール（共通）：ｊｃｇ－ｎｅｔ１１８＠ｍｌｉｔ．ｇｏ．ｊｐ

こちらのＱＲコードを読み取る もしくは、
entry@net118.jpを直接あて先に入力し、空メールを送信
登録用メールが返ってくるので、案内される手順に従い登録

※受付は平日午前9時から午後６時までとなります。

※セキュリティの関係により、添付ファイルがある問い合わせメールには対応できません。



国土交通行政インターネットモニター制度※により海上保安庁緊急通報用電話番号
「１１８番」に関する調査を行いました。

※広く国民一般を対象として、国土交通行政の課題に関しインターネットの利用による
質の高い意見・要望等を聴取するためのモニターを選定し、国土交通行政に資するこ
とを目的とする制度

実施期間

令和４年１２月８日(木)
～

同年１２月２８日(水)

対象者

１,０70名

回答者

９84名

回答率

９2.0％

【別添４】海上保安庁緊急通報用電話番号「１１８番」に関する調査結果



回答者属性

男性

53.5%
女性

46.5%

性別

男 性 526名

女 性 458名

合 計 984名

２０代
11.2%

３０代
18.8%

４０代
23.1%

５０代
23.3%

６０代
16.0%

７０代以上
7.7%

年代別

２０ 代 110名

３０ 代 185名

４０ 代 227名

５０ 代 229名

６０ 代 157名

７０ 代以上 76名

合 計 984名

北海道
7.0% 東北

8.8%

関東
26.1%

北陸
5.8%

中部
11.4%

近畿

14.5%

中国
8.5%

四国
6.0% 九州

11.8%

地域別

北海道 69名

東 北 87名

関 東 257名

北 陸 57名

中 部 112名

近 畿 143名

中 国 84名

四 国 59名

九 州 116名

合 計 984名

管理・専門技術職 192名

事務職 252名

自営業主・家族従事者 101名

主婦等 163名

販売・サービス・労務職 155名

無 職 121名

合 計 984名

管理専門技術職
19.5%

事務職
25.6%

自営業主
家族従事者

10.3%

主婦等
16.6%

販売・サービス
労務職

15.8%

無職
12.3%

職業別



56.4％

55％

20代

知っている

47.9%

問.1「１１８番」をご存知ですか

知っている 471名

知らなかった 513名

合 計 984名

問.2「１１８番」をどのような媒体から
知りましたか（複数選択）

海保
ポスター

12.8%
海保ＨＰ
7.9%

インターネット
(海保HP・SNSを除く)

10.7%

海保SNS
4.5%

広報誌
4.0%

イベント
5.9%

テレビ、ラジオ
30.4%

新聞、雑誌
9.6%

会話
7.9%

その他
6.4%

海上保安庁の広報関連ポスター 106名

海上保安庁ホームページ 65名

インターネット（海保ホームページ、SNSを除く） 88名

海上保安庁公式TwitterなどのSNS 37名

海上保安庁の広報誌（パンフレット等） 33名

海上保安庁主催のイベント
（巡視船や施設の一般公開）

49名

テレビ、ラジオ 251名

新聞、雑誌 79名

家族、友人、知人との会話 65名

その他 53名

その他
・小型船舶免許の講習等
・港・道路・防波堤上の看板
・公衆電話の上にある
緊急連絡用番号案内
・子供の教材

など

※「１１８番」を知っている方（471名）のみ

集計結果

知らなかった

52.1％



問.４ 「118番」認知度向上のための
効果的な取組み（複数選択）

問.３「１１８番」の認知度について

56.4％

55％
認知されていない

73.6%

認知されている 26名

どちらとも言えない 232名

認知されていない 726名

合 計 984名

テレビ･新聞
23.5%

ポスター掲示
10.9%

ホームページ
やSNSの活用

11.2%

公共施設や公共
機関での周知

13.9%

教育機関での周知
14.5%

商業施設や
飲食店での周知

8.1%

港湾施設や漁港、
海浜やマリーナを
通じた周知活動

16.0%

その他

1.9%

テレビや新聞などを通じた周知活動 752名
周知用ポスターの掲示 350名
ホームページ（海保含む）やツイッターなどの
SNSを活用した周知活動 360名

公共施設や公共交通機関を通じた周知活動 446名
保育園、幼稚園、学校などの子育て・教育機関を
通じた周知活動 466名

商業施設や飲食店を通じた周知活動 259名
港湾施設や漁港、海浜やマリーナを
通じた周知活動 513名

その他 60名

その他
・港・海岸等に看板設置
・専用スマホアプリの開発
・漫画連載で周知

など

※「１１８番」を知っている方（471名）のみ

集計結果

認知されている

2.6％

どちらともいえない

23.6％



 

 

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日 

第 七 管 区 海 上 保 安 本 部 

 

船舶海難・人身事故ともに減少！！ 
～令和４年の船舶海難・人身事故の発生状況（速報値）について～ 

 

令和４年第七管区海上保安本部管内における船舶海難・人身事故の 

発生状況は、 

船舶海難は３１０隻で前年比２８隻の減少 

人身事故は２３５人で前年比３６人の減少 

となり、いずれも過去１０年で最少となりました。 
 

※ 令和4年の値は速報値であり、今後変更される場合もあります。 

※ 説明文中〈  〉内は、令和3年の値です。 

 

【船舶海難】 （別紙１及び2参照） 

令和４年は、３１０隻＜３３８隻＞で２８隻減少しました。 

死者・行方不明者数は１人＜１１人＞で１０人減少し、内訳はプレジャーボート 

の１人です。 

 

船舶種類別では、 

プレジャーボート  １３５隻＜１６３隻＞ ２８隻減少 

うち、ミニボートは１４隻＜２４隻＞ 

漁船          ８０隻  ＜８７隻＞  ７隻減少 

貨物船         ３９隻  ＜３０隻＞  ９隻増加 

海難種類別では、 

    衝突          ５７隻  ＜９５隻＞ ３８隻減少 

    運航不能（機関故障）  ５１隻  ＜５４隻＞  ３隻減少 

乗揚げ         ３８隻  ＜３３隻＞  ５隻増加 

となっています。 

 

 船舶海難の発生状況を見てみると船舶種類別では、海難の大半を占めるプレジャ 

ーボート・漁船が減少し、貨物船が増加、海難種類別では衝突、運航不能（機関故 

障）が減少し、乗揚げが増加しています。 

 

 

 

 

【問合せ先】 

第七管区海上保安本部  

交通部 安全対策課長 

古場 芳樹 

TEL 093-321-2931(内線2640) 
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【船舶海難の事故事例】 
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【人身事故】 （別紙３及び４参照） 

 令和４年は、２３５人＜２７１人＞で３６人減少しました。。 

死者・行方不明者数は１１７人＜１１４人＞で、３人増加し、内訳はマリンレジ 

ャー以外の海浜事故が７１人＜７２人＞、船舶海難によらない人身事故が28人＜

２０人＞、マリンレジャーに伴う海浜事故が１８人＜22人＞です。 

 

事故区分別では、 

    マリンレジャー以外の海浜事故  １１１人＜１１９人＞  ８人減少 

    マリンレジャーに伴う海浜事故   ５０人 ＜７４人＞ ２４人減少 

    船舶海難によらない人身事故    ７４人 ＜７８人＞   ４人減少 

マリンレジャーの活動内容別では、 

    釣り中              ３０人 ＜３５人＞  ５人減少 

    遊泳中              １２人 ＜２８人＞ １６人減少 

 となっています。 

 

  人身事故の発生状況を見てみると事故区分は何れも減少し、特にマリンレジャー 

に伴う海浜事故が全体で24人減少し、このうち遊泳中の事故が１６人減少してい 

ます。 

 

【人身事故の事故事例】 
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※１ 船舶の用途の「その他」は練習船、監視取締船、軍艦等 

※２ 海難種類の「運航不能」は、推進器障害、舵障害、機関故障、バッテリー過放電、燃料 

欠乏、ろ・かい喪失及び無人漂流、走錨及び荒天難航等を含む 

 

 

別紙1 

 

船舶種類別発生状況 海難種類別発生状況 
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別紙２ 
船舶種類別発生状況（過去１０年間（H25～R4）） R4は速報値：令和5年1月1日現在 

※赤字は死者・行方不明者数 

 

船舶種類別発生状況（過去１０年間（H25～R4）） R4は速報値：令和5年1月1日現在 

 

 

県別船舶種類別発生状況（令和4年：速報値） 

ミニボート海難の発生状況（過去１０年間（H25～R4）） R4は速報値：令和5年1月1日現在 

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

ミニボート 9 11 5 9 10 11 17 13 24 14

船舶種類 山口県 福岡県 佐賀県 長崎県 大分県

プレジャーボート 12 53 18 33 19

漁船 8 25 8 27 10

貨物船 8 20 2 4 5

遊漁船 0 6 1 6 2

その他 2 19 2 11 8

総計 30 123 31 81 44
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別紙３ 

事故区分発生状況 活動種類別発生状況 

（マリンレジャーに伴う海浜事故） 

 

人身事故の発生状況 
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事故区分別発生状況（過去１０年間（H25～R4）） R4は速報値：令和5年1月1日現在 

※赤字は死者・行方不明者数 

 

別紙４ 

マリンレジャー活動内容別発生状況（過去１０年間（H25～R4）） R4は速報値：令和5年1月1日現在 

 

 

県別事故区分別発生状況（令和4年：速報値） 

事故区分 山口県 福岡県 佐賀県 長崎県 大分県

マリレに伴う海浜事故 5 18 6 15 6

マリレ以外の海浜事故 12 49 7 29 14

船舶海難によらない乗船者の人身事故 14 20 8 26 3

総計 31 87 21 70 23
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